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地方独立行政法人大阪府立病院機構 中期計画（案） 

 

第１ 府民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 
１ 高度専門医療の提供及び医療水準の向上 

府立の病院として公的使命を果たすため、診療機能の充実や高度医療機器の計画的整備に一丸となって

取り組むとともに、調査・臨床研究や教育研修に関する機能の強化に努める。これらを通じて病院の活力

と魅力の向上を図ることにより、優れた人材の確保・養成を進め、さらに充実した高度専門医療を提供し

ていくこととする。 

 

（１）高度専門医療の充実 

  ①診療機能の充実 

各病院がそれぞれの役割に応じて、医療需要の変化や新たな医療課題に適切に対応するため、下記の

新たな体制整備や取組の実施など、診療機能の充実・整備に努める。 

また、病院の基本的な診療機能を客観的に表す臨床評価指標を設定し、平成 18 年度から病院ごとに

その実績を公表する。 

 

ア 大阪府立急性期・総合医療センター（以下「急性期・総合医療センター」という。） 

・脳卒中や心筋梗塞等の循環器救急患者に対する救命救急医療を強化するため、救命救急センター

内に、ＳＣＵ(脳卒中集中治療室)の整備、ＣＣＵ（心疾患集中治療室）の拡充を進める（平成18

年度から整備を開始）。 

・障害者医療とリハビリテーション医療を効果的に実施するため、平成19年度に身体障害者福祉セ

ンター附属病院を統合することにより、障害者総合外来及び障害者歯科を設置するとともに、リ

ハビリテーション科を開設し、回復期リハビリ病棟及び障害者病棟を整備する。 

 

イ 大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター（以下「呼吸器・アレルギー医療センター」という。） 

・ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）、肺がん等の喫煙関連疾患の治療と予防面における診療機能の向上

を目指して、「たばこ病外来」を設置し、これを核に横断的な診療体制の構築を図る。 

・臨床研究体制を充実し、難治性喘息・アトピー等のアレルギー疾患、肺がん、びまん性呼吸器疾

患、結核等の臨床研究を促進し、診断技法や治療法等の向上を図る。 

 

ウ 大阪府立精神医療センター（以下「精神医療センター」という。） 

・療養環境の改善、重症患者の受入機能の拡充などの観点から、経営を改善し不良債務の解消を図

り、平成22年度中の完成を目指して建替えによる再編整備を推進する。 

・児童期部門と思春期部門については、治療法や教育への配慮など共通する側面が多いことから、

両部門間の連携を強化し、効率的・効果的な医療の提供を図る。 

 

エ 大阪府立成人病センター（以下「成人病センター」という。） 

・医師等の増員により、難治性がん患者に対する手術実施体制を拡充する（平成18年度から段階

的に実施）。 

・難治性がん患者に対する高度先進医療を実践するため、臨床腫瘍科及び外来化学療法室の拡充を

図る。 

・骨髄幹細胞移植術による心血管の機能回復などの再生医療、光線力学的治療、分子標的治療や遺

伝子治療について、研究所と共同して治療法の開発に取り組み、治療開始を目指す。 
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オ 大阪府立母子保健総合医療センター（以下「母子保健総合医療センター」という。） 

・医師等を増員するとともに、他病院と連携して人材・施設の共同利用も図りつつ、手術実施体制

の拡充に取り組む（平成18年度に着手）。 

・先天性疾患、小児難病などに対する専門的な診療機能の充実や胎児治療に取り組む。 

・高度医療を受けた小児・家族に対する心のケアの充実、在宅医療の推進などに取り組む。 

 

②高度医療機器の計画的な更新・整備 

・高度専門医療の充実のため、平成 18 年度に更新・整備計画を策定し、リニアック（高エネルギー放

射線治療装置）やアンギオ（血管連続撮影装置）などの高度医療機器を計画的に更新・整備する。計

画の策定にあたっては、リースの活用や稼働率の向上策もあわせて検討する。 

 

（２）優れた医療スタッフの確保 

 ①医師の人材確保 

・各病院が提供する高度専門医療の水準を維持・向上するため、大学等関係機関との連携の強化や教育

研修の充実により、診療能力が高く資質に優れた医師の育成に努めるとともに、公募による採用など

も活用しつつ、優れた医師の確保に努める。 

・臨床研修の受入れについては、教育研修のプログラムの充実など教育研修体制を強化するとともに、

報酬など処遇の改善も行いつつ、臨床研修医及びレジデントの受入れ拡大に努める。 

 

■臨床研修医等の受入れ数（16年度実績） 

臨床研修医 44人  レジデント 79人 

 

②看護師、医療技術職の専門性向上 

・患者や家族に接する機会が多い看護職の専門性の向上や水準の高い看護を提供するため、研修期間中

の支援制度を設け、各病院における認定看護師や専門看護師の資格取得を促進する。 

・患者ニーズを的確に把握している看護師の意見が病院運営に反映できるよう、看護師職制を再編成し、

病院運営への参画体制を強化する。 

  ・薬剤師、放射線技師、検査技師等の医療技術職について、各部門で専門性に応じた研修等を実施し、

専門的技能の向上を図る。 

 

（３）医療サービスの効果的な提供 

  ①病床利用率の向上 

・各病院において目標値を設定し、効果的な病床管理を徹底することにより、病床利用率のより一層の

向上に取り組む。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■病床利用率                16年度実績 18年度～22年度目標値 

・急性期・総合医療センター         86.9％    90.0％ 

・呼吸器・アレルギー医療センター（一般病床）  88.3％    90.0％ 

・精神医療センター             70.4％   （78.2％）＊病床数の変動を伴うため

・成人病センター（人間ドックを除く）      96.3％    96.5％ 

・母子保健総合医療センター         85.7％    86.0％ 
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■入院実績（平成16年度実績）  新入院患者数  退院患者数※１  病床回転率※２         

・急性期・総合医療センター    13,632人    13,079人     23.5 

・呼吸器・アレルギー医療センター  7,045人    6,624人    11.6 

・精神医療センター           605人          609人     1.1 

・成人病センター          8,688人        8,435人     17.5 

・母子保健総合医療センター     7,131人        7,060人     20.8 

※１ 死亡による退院を除く 

※２ 病床回転率＝年間日数÷平均在院日数×病床利用率 

 

 

  ②紹介率の向上 

・地域の診療所や民間病院との役割分担の明確化と連携の強化に取り組み、患者に適した医療機関への

紹介を進めつつ、紹介率の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

紹介率％＝（文書による紹介患者数＋救急車で搬送された患者数）÷(初診患者数－時間外・休日又は深夜に受診した 6 歳未満

の小児患者数)×100 

 

  ③入院医療の標準化 

・入院における患者の負担軽減やわかりやすい医療の提供のため、クリニカルパスの適用を進め、より

短い期間で質の高い効果的な医療を提供する。 

・クリニカルパスの適用率（新入院患者に対する適用患者数の割合）を高める。 

 

■クリニカルパス適用状況（16年度実績） 適用率  ｸﾘﾆｶﾙﾊﾟｽ種類数 

 ・急性期・総合医療センター      58.3％    195 

 ・呼吸器・アレルギー医療センター   22.6％     42 

 ・成人病センター           45.3％     53 

 ・母子保健総合医療センター      12.5％     15 

 

（４）府の医療施策推進における役割の発揮 

 ①災害時における医療協力 

  ・災害時には、大阪府地域防災計画に基づき、府の指示に応じるとき、又は自ら必要と認めたときは、

基幹災害医療センター及び特定診療災害医療センターとして、患者を受け入れるとともに、医療スタ

ッフを現地に派遣して医療救護活動を行う。 

・急性期・総合医療センターは、基幹災害医療センターとして、災害対策マニュアルを整備し、災害時

に多発する救急患者の受入れ、患者及び医薬品等の広域搬送拠点としての活動及び地域医療機関との

調整等に加え、患者の広域搬送にかかる地域災害医療センター間の調整を行う。 

  ・特定診療災害医療センターである府立の他の４病院は、専門医療を必要とする患者の受入れ、医療機

・ ■紹介率             16年度実績 22年度目標値 

・急性期・総合医療センター     47.5％    60.0％ 

・呼吸器・アレルギー医療センター  44.5％    55.0％ 

・精神医療センター         40.9％    44.0％ 

・成人病センター          65.0％    70.0％ 

・母子保健総合医療センター     71.0％    72.5％ 
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関間の調整、医療機関への支援などを行う。 

・急性期・総合医療センターにおいて、災害発生時に備え、大阪府、地域医療機関、地域医師会、看護

学生ボランティア等の参加による災害医療訓練を年１回実施するとともに、府内の災害医療機関の医

療従事者を対象とする災害医療研修を実施する。 

    

■災害医療訓練等の実施状況（16年度実績） 

・災害医療訓練参加者数（1回）約300人  ・災害医療研修参加者数（2回）326人 

 

■新潟県中越地震被災地への派遣 

・府の医療救護班に参加する医師、看護師、薬剤師及び事務職員を派遣し、現地の医療救護

活動に従事 

 

 ②医療施策の実施機関としての役割 

医療施策の実施機関として健康福祉行政を担当する府の機関と連携し、各病院の基本的な機能に応じ

て、それぞれ下表に掲げる役割を担う。 

病 院 名 役   割 

急性期・総合医療センター 

救命救急センター、がん診療連携拠点病院、難病医療拠点病院、エ

イズ治療拠点病院、障害者医療リハビリテーションセンター（仮称）

〔H19年度～〕 

呼吸器・アレルギー医療センタ

ー 

難治性多剤耐性結核広域拠点病院、結核予防法に基づく入所命令患

者の受入病院、エイズ治療拠点病院 

精神医療センター 応急入院、措置入院患者等の受入病院、第１種自閉症児施設 

成人病センター 
がん診療連携拠点病院 

 

母子保健総合医療センター 
総合周産期母子医療センター、産婦人科診療相互援助システム

（OGCS）基幹病院、新生児診療相互援助システム（NMCS）基幹病院

 

 ③調査及び臨床研究の推進 

・成人病センター及び母子保健総合医療センターにおいて、調査部・研究所と病院が連携し、がんや母

子医療の分野において、疫学調査や診断技法・治療法の開発、臨床応用のための研究に積極的に取り

組む。 

・既設の成人病センター及び母子保健総合医療センターの研究所評価委員会において、専門的見地から

研究成果の外部評価を引き続き実施する。 

・成人病センター調査部において、大阪府がん登録事業を継続実施し、各協力病院の院内がん登録の整

備を進めることにより、さらに精度の向上を図る。 

・呼吸器・アレルギー医療センターにおいて、臨床研究体制を整備し、治療法や予防法等の開発、臨床

応用に取り組むとともに、結核に関する情報発信機能を担う。 

・その他の病院においても、それぞれの高度専門医療分野において、臨床研究に取り組む。 

・大学等の研究機関や企業との共同研究などに取り組み、府域の医療水準の向上を図る。 

・各病院の特性・機能を活かして、新薬の開発等に貢献し、治療の効果や安全性を高めるため、積極的

に治験を実施する。中期目標期間中に平成１６年度実績に比べ、治験の実施件数を増加する。 
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■論文発表等の状況（16年度実績） 

論文発表数  邦文誌  564件  欧文誌 264件  

学会発表数  国 内 1,386件  国 外 172件 

 

■共同研究の実施状況（16年度実績） 

      大学等との共同研究件数 89件  企業等との共同研究件数 16件   

 

   ■治験実施状況（16年度実績） 

治験実施件数（症例数） 受託研究件数 

    ・急性期・総合医療センター     39件（282例）     98件 

    ・呼吸器・アレルギー医療センター  15件（150例）     35件 

    ・成人病センター          66件（348例）     61件 

    ・母子保健総合医療センター     13件（ 34例）     45件 

 

２ 患者・府民サービスの一層の向上 

患者・府民の目線に立って、その満足度が高められるよう、よりきめ細かくニーズに応じた医療サービ

スを提供する。 

また、患者サービス向上のための取組効果の把握と改善に活用するため、患者等を対象とした満足度調

査を定期的に実施し、病院間や経年での比較分析を行う。 

 

（１）待ち時間及び検査・手術待ちの改善等 

  ①待ち時間の改善 

・待ち時間の実態調査を毎年実施し、患者・府民ニーズを把握した上で、改善効果が見込まれる診療科

について、診療時間帯の延長など診療時間の弾力化に取り組む。 

・初診予約制度の導入など予約システムの改善を行い、診療待ち時間の改善を図る。 

・順番待ち時間の表示、患者呼び出し用ＰＨＳの利用等により、診療待ち患者に配慮した取組を行う。 

②検査待ちの改善 

・検査予約のシステム化や検査機器の稼動向上などにより、検査待ちの改善を図る。 

・ＰＥＴ（陽電子放射断層撮影装置）診療の土曜日実施も踏まえ、成人病センターにおいてＭＲＩ（磁

気共鳴断層診断装置）検査等の土曜日実施を進める。 

③手術待ちの改善 

・成人病センターや母子保健総合医療センターにおいて手術待ちが発生している状況を改善するため、

医師等の配置や手術室運用の改善など手術実施体制を整備し、手術件数の増加を図る。 

 

（２）院内環境の快適性向上 

  ①院内施設の改善 

・患者や来院者により快適な環境を提供するため、病室、待合室、トイレ、浴室などの改修・補修を計

画的に実施するとともに、患者のプライバシー確保に配慮した院内環境の整備を進める。 

  ②病院給食の改善 

  ・病院給食について、治療効果を上げるための栄養管理の充実とあわせて、患者の嗜好にも配慮した選

択メニューの拡充などに取り組む。 

 

（３）患者の利便性向上 

①診療料支払の利便性向上 

・平成 18 年度からクレジットカードでの診療料支払いの導入、５病院へのＡＴＭの設置、コンビニエ
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ンス・ストアや郵便局での診療料の収納などを実施し、患者等の利便性の向上を図る。 

  

（４）ＮＰＯ・ボランティアとの協働によるサービス向上の取組 

  ①ＮＰＯの意見聴取 

・ＮＰＯの活動と連携・協働して、各病院において院内見学や意見交換の機会を設けることにより、患

者・府民の目線に立ったサービス向上の取組を進める。 

②病院ボランティアの受入れ 

・地域におけるボランティア活動とも連携・協力し、開かれた病院をめざして、通訳ボランティアなど

各病院におけるボランティアの受入れを進める。 

 

 

３ より安心で信頼できる質の高い医療の提供 

府民に信頼される良質な医療を提供するとともに、患者の目線に立った医療を提供する。 

また、（財）日本医療機能評価機構による病院機能評価を受審することにより、第三者機関の評価に基

づく医療の質の確保・向上に努める。 

 

（１）医療安全対策の徹底 

・府民に信頼される良質な医療を提供するため、外部委員も参画した医療安全委員会、事故調査委員会

などにおいて医療事故に関する情報の収集・分析に努め、医療安全対策を徹底する。 

・医療事故の公表基準を作成・運用し、医療に関する透明性を高める。 

・患者、家族等の安全や病院職員の健康の確保のため、感染源や感染経路などに応じた適切な院内感染

予防策を実施するなど、院内感染対策の充実を図る。 

・医薬品等の安全確保のため、医薬品や医療機器に関する安全情報の的確な提供、服薬指導（入院患者

が安心して薬を服用することができるよう、薬剤師がベットサイドで薬の効果や副作用について説明

することをいう。）の充実を図る。 

 

  ■医療安全委員会の開催状況等（16年度実績） 

医療安全委員会等の開催回数 69回   院内感染防止委員会等の開催回数 90回 

 

■服薬指導件数（16年度実績） 14,896件 

 

（２）より質の高い医療の提供 

  ①医療の標準化と最適な医療の提供 

・科学的な根拠に基づく医療（ＥＢＭ）を提供するため、学会の診療ガイドライン等を参照したクリニ

カルパスの作成・適用を進める。 

・電子カルテの導入に伴い、クリニカルパスの電子化や診療支援及び安全管理への活用を図り、医療水

準の向上及び診療内容の標準化を進める。 

・新しい医療技術の導入などに努め、患者の病態に応じた治療を行うとともに、個々の患者の希望を尊

重した最適な医療の提供に努め、患者のＱＯＬ（生活の質）の向上を図る。 

②診療データの蓄積・分析による質の向上 

 ・蓄積された診療データを分析し、経年変化や他の医療機関との比較を通じて、各病院における医療の

質の向上に役立てる。 

 

（３）患者中心の医療の実践 

・患者と医療関係者との信頼・協力関係のもとで、患者中心のより良い医療を提供するため、患者の基

本的な権利を尊重することを定めた「患者の権利に関する宣言」を職員に周知徹底するとともに、院
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内各所へわかりやすく掲示するなど、患者等への周知を図る。 

・職員を対象とする人権研修に引き続き取り組むとともに、患者の基本的な権利等を尊重する機運の醸

成に努める。 

・患者・府民の信頼と納得のもとで診療を行うとともに、検査や治療の選択について患者の意思を尊重

するため、インフォームド・コンセントを一層徹底する。患者が理解可能なクリニカルパスを作成し、

患者主体のチーム医療を行う。 

・患者等が判断にあたって、主治医以外の専門医の意見やアドバイスを求めた場合に適切に対応できる

よう、セカンドオピニオンの充実に取り組む。 

 

 ■セカンドオピニオン実施件数（16年度実績） 

・急性期・総合医療センター     23件 

・呼吸器・アレルギー医療センター  19件 

・成人病センター          928件 

・母子保健総合医療センター       2件 

 

（４）法令・行動規範の遵守（コンプライアンス） 

①医療倫理の確立等 

・府立の医療機関としての公的使命を適切に果たすため、医療法をはじめとする関係法令を遵守すると

ともに、内部規律の策定や倫理委員会によるチェックなどを通じて、役職員の行動規範と倫理を確立

する。 

 

②診療情報の適正な管理 

・カルテ（診療録）など個人の診療情報については、電子化も踏まえて、診療録管理士等により適正な

管理が行える体制を確保するとともに、大阪府個人情報保護条例及びカルテの開示に関する規程に基

づき、患者及びその家族への情報開示を適切に行う。 

・その他の個人情報保護及び情報公開に関しては、大阪府個人情報保護条例及び大阪府情報公開条例に

基づき、府の機関 

に準じ適切に対応する。 

  

  ■カルテ開示件数（16年度実績） 77件 

 

（５）電子カルテシステムの導入 

 ・患者中心の医療の充実や安全性の向上を図るため、診療の効率性を確保しつつ、平成 18 年度に急性

期・総合医療センターに電子カルテシステムを開発するとともに、それをモデルとして、各病院の情

報システムの更新時期に併せ、電子カルテの導入を図る。 

 

４ 府域の医療水準の向上への貢献 

府立病院機構が有する人的・物的資源を有効に活用し、府域の医療水準の向上のために、地域の医療機

関との連携を図り、病病・病診連携を推進するとともに、医療スタッフの活動領域の拡大を図る。 

（１）地域医療への貢献 

  ・医師等による地域の医療機関等への支援や地域の医療従事者を対象とした研修会への講師派遣など、

医療スタッフの活動領域を拡大する。 

  ・地域の医療機関との連携を強化して、高度医療機器の共同利用を促進する。 

・開放病床の利用促進に取り組み、地域の医療水準向上に貢献する。 
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■研修会への講師派遣等（16年度実績） 

研修会への講師派遣数 延べ283人   

地域の医師等の参加による症例検討会等の開催件数 44回 

 

■高度医療機器の共同利用件数（急性期・総合医療センター・16年度実績） 172件 

        <ＭＲＩ 91件、ＣＴ（全身用Ｘ線コンピュータ断層診断装置）60件、 

ＲＩ（核医学検査装置）21件> 

 

■開放病床の利用状況（急性期・総合医療センター・17年6月～11月実績） 

    登録医届出数 253人  利用患者数 47人 

 

（２）教育研修の推進 

・府域の医療従事者の人材育成を図るため、充実した教育研修体制を整備し、臨床研修医及びレジデン

トの受入れを積極的に行う。 

・看護師及び薬剤師等の実習の受入れ等を積極的に行う。 

   

■臨床研修医等の受入れ数（16年度実績）〔再掲〕 

臨床研修医 44人  レジデント 79人 

 

■看護学生実習受入数（16年度実績） 1,531人 

 

・成人病センターにおいて、内視鏡教育研修センター（仮称）を創設し、教育研修に努める。 

 

（３）府民への保健医療情報の提供・発信 

・各病院に蓄積された専門医療に関する情報をもとに、府民を対象とした公開講座の開催や、ホームペ

ージでの疾病等に関する情報提供など、健康に関する保健医療情報の発信及び普及啓発に取り組む。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

自律性・機動性・透明性の高い病院運営を行う地方独立行政法人制度の趣旨を踏まえ、その特長を十分に

活かして、業務運営の抜本的な改善を図るとともに、将来にわたって持続的な経営が可能となるよう、不良

債務の早期解消を目指して、より一層効果的な業務運営を行う。 

 

１ 運営管理体制の確立 

効率的・効果的な運営管理体制を構築するため、理事長、副理事長及び理事で構成する理事会並びに本

部事務局の体制を整備するとともに、府立病院機構内で病院との適切な権限配分を行い、府立病院機構の

運営及び各病院の経営の支援を的確に行う。 

また、中期目標、中期計画及び年度計画に掲げる組織目標の着実な達成に向けて、病院別の実施計画を

作成し、各病院が自律的に取り組むとともに、月次決算を踏まえた経営分析等も行い、機動的な運営を行

う。 

 

２ 効率的・効果的な業務運営 

（１）事務部門等の再構築 

・事務部門について、ＩＴを活用して、各病院の事務サービスを標準化し、本部への集約化と定型的な

業務のアウトソーシングを進める。 

・本部事務局に経営支援を行う部門を設け、病院の経営情報を集中し、経営企画機能を強化する。 
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・これらによりスリムで経営効率の高い業務執行体制を構築し、平成16年度に比し、平成22年度にお

ける事務部門の常勤職員数について１３０人程度の削減を目指す（平成 16 年度事務職員数 １９２

人）。 

・事務職員の専門性を高めるため、病院経営に関する知識・経験を有する民間等の人材を活用するとと

もに、プロパー職員の採用を段階的に進める。 

・診療報酬事務などの専門研修や危機管理などに関する研修を実施し、事務能力の高度・専門化を図る。 

・給食業務については中期目標期間中に全面委託化するとともに、クリーニングなどの業務のアウトソ

ーシング等を順次進める。 

・業務委託にあたっては、技術ノウハウの承継にも配慮しつつ、性能発注等の手法も活用し、委託費の

節減等を図る。 

 

（２）診療体制・人員配置の弾力的運用 

  ・医療需要の質の変化や患者動向に迅速に対応するため、診療科の変更、医師等の配置の弾力化、常勤

以外の雇用形態も含めた多様な専門職の活用などを行うとともに、病院間の人材活用などネットワー

ク化による利点も活かして、効果的な体制による医療を提供する。 

 

（３）職員の職務能力の向上 

・看護師等の医療スタッフについて、職務能力の高度・専門化を図るため、資格取得も含めた教育研修

システムを整備するとともに、病院間の横断的な人事異動も含めたキャリアパスづくりを進める。 

 

（４）人事評価システムの導入 

・職員の業績や能力を職員の給与に反映させるとともに、職員の人材育成、人事管理に活用するための

公正で客観的な人事評価システムについて、早期の実施を目指す。 

 

（５）業績・能力を反映した給与制度 

・職員の給与については、頑張った職員が報われるような給与制度にする必要があるため、非役付職員

の給与カーブをフラット化した独立行政法人国立病院機構の給料表を用いるなど、職務給・能率給の

原則に立った給与制度を導入する。 

 

（６）多様な契約手法の活用 

・売買や請負等の契約については、情報の公開と競争による選定を基本とし、透明性・公平性を確保す

る。 

・平成 18 年度から 5 年間の複数年契約によるＳＰＤを導入し、医薬品、診療材料等の一括調達と適正

在庫を図ることにより、材料費を節減する。 

・民間における取組事例も参考に、複数年契約や複合契約など多様な契約手法を活用し、さらなる費用

の節減に取り組む。 

 

（７）予算執行の弾力化等 

  ①予算執行の弾力化 

・本計画の枠の中で、予算科目や年度間で弾力的に運用できる会計制度を活用した予算執行を行うこと

により、効率的・効果的な業務運営を行う。 

②病院別の財務状況の把握、メリットシステムの導入 

・病院ごとの財務状況を的確に把握するとともに、病院の自発的な経営努力を促すため、経営改善目標

の達成状況に応じ、その成果を一部還元し、医療水準の向上等のために活用できるようなメリットシ

ステムを導入する。 
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（８）収入の確保と費用の節減 

①収入確保 

・病病・病診連携の強化や病床管理の弾力化等に取り組み、病床利用率及び高度医療機器の稼働率を向

上させ、患者数の確保を図る。 

・診療報酬の請求漏れ、減点の防止対策を強化する。 

・未収金の未然防止対策を強化するとともに、早期の回収に取り組む。 

  ・国などの競争的研究費、民間企業等との共同研究による資金、企業等からの奨励寄附金など外部の研

究資金の獲得に努 める。 

②費用節減 

 ・ＳＰＤの導入、後発医薬品の採用促進、院外処方の推進等により材料費の抑制を図る。 

・ＥＳＣＯ事業などを活用し、光熱水費の節減に努める。 

  

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

抜本的な経営改善を行い、法の趣旨に沿って、基準に基づき府からの運営費負担金の確保を図り、平成22

年度までに不良債務を確実に解消し、起債を活用できる安定的な収支構造に改善することにより、府立の病

院として公的使命を果たせる経営基盤を確立する。 

１ 予算（別紙） 

 ２ 収支計画（別紙） 

 ３ 資金計画（別紙） 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 限度額  １６，０００百万円 

２ 想定される理由 

  ①運営費負担金の受入れ遅延等による資金不足への対応 

  ②予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等偶発的な出費への対応 

 

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし 

 

第６ 剰余金の使途 

 決算において剰余を生じた場合は、病院施設の整備、医療機器の購入等に充てる。 

 

第７ 料金に関する事項 

１ 診療料等 

（１） 病院の診療料その他の諸料金（以下「診療料等」という。）の額は、（２）及び（３）に定めるもののほか、次の

①から③に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ定める額とする。 

    ① 診療を受ける者の疾病又は負傷につき、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）の規定又は同法第56

条第1項に規定する法令により医療に関する給付が行われる場合 

   ア 健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定方法（平成6年厚生省告示第54号。以下「告示」

という。）の算定方法により算定する額（以下「告示による算定額」という。） 
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イ 入院時食事療養費に係る食事療養の費用の額の算定に関する基準（平成6年厚生省告示第237号。以下

「告示第237号」という。）の算定方法により算定する額（以下「告示第237号による算定額」という。） 

ウ 医療に関する給付に係る費用の額の算定方法について当該法令に異なる定めがある場合にあっては、

ア及びイに関わらず、当該法令に基づき算定する額 

  ② 診療を受ける者の疾病又は負傷につき、老人保健法（昭和57年法律第80号）の規定により医療及び入院

時食事療養費に係る療養に関する給付が行われる場合 

   ア 老人保健法の規定による医療に要する費用の額の算定に関する基準（平成6年厚生省告示第72号。以

下「告示第72号」という。）の算定方法により算定する額 

イ 老人入院時食事療養費に係る食事療養の費用の額の算定に関する基準（平成6年厚生省告示第253号。

以下「告示第253号」という。）の算定方法により算定する額 

③ ①及び②以外の場合 

   告示による算定額及び告示第237号による算定額に１．２を乗じて得た額を別に定める率で除した額に１０

０分の１０５を乗じて得た額（消費税法（昭和63年法律第108号）別表第1第8号に規定する資産の譲渡等を

行う場合にあっては、告示による算定額に１．２を乗じて得た額）。ただし、国又は地方公共団体が診療料等

を負担する場合にあっては当該国又は地方公共団体と協議して別に定める額とし、診療を受ける者が診療

料等につき自動車損害賠償保障法（昭和30年法律第97号）第16条第１項の規定により損害賠償額の支払

を請求できる場合にあっては告示による算定額及び告示第２３７号による算定額に１．５を乗じて得た額とす

る。 

（２） 成人病集団検診（悪性新生物その他の成人病に関し、１０人以上の集団を対象に行う健康診断をいう。）の

診療料等の額は、検診を受ける者１人につき、告示に算定方法の定めのある検査にあっては当該算定方法

により算定する額の範囲内で別に定める額とし、告示に算定方法の定めのない検査にあっては1,050円の

範囲内で別に定める額とする。 

（３） 告示及び告示第237号並びに告示第72号及び告示第253号に算定方法の定めのない診療料等（（２）に規

定する診療料等を除く。）の額は、別に定める。 

 

２ 駐車場等の使用料 

 病院の駐車場及び宿泊施設を利用しようとする者は、下表に掲げる使用料を納付しなければならない。 

             区           分    単 位    金  額 

急性期・総合医療センター ３００円 

呼吸器・アレルギー医療センター 

及び母子保健総合医療センター 

２００ 

患者 

 

 

 成人病センター 

１日１回 

 

 

 ４００ 

急性期・総合医療センター ３００ 

呼吸器・アレルギー医療センター 

及び母子保健総合医療センター 

２００ 

１時間 

 

４００ 

駐車場 

 

 

 

 

 

その他の者 

 

 

 

 

成人病センター 

超過３０分 ２００ 

宿泊施設 母子保健総合医療センター １人１泊 １，０００ 

３ 還付 

既納の診療料等及び使用料は、還付しない。ただし、特別の理由があると認めるときは、その全部又は

一部を還付することができる。 

 

４ 減免 

  特別の理由があると認めるときは、診療料等及び使用料を減額し、又は免除することができる。 
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第８ その他業務運営に関する重要事項 

１ 病院の施設整備の推進 

①精神医療センターの再編整備 

・経営を改善し不良債務の解消を図り、平成 22 年度中の完成を目指して、現地において建替えによる

再編整備を計画的に推進する。なお、再編整備に当たっては、民間医療機関等との役割分担と連携の

もと、他の医療機関では対応が困難な患者の受入機能を充実し、患者の立場にたった療養環境の整備

を行う。 

② 成人病センターの施設整備 
・成人病センターについては、担うべき診療機能にふさわしい施設内容や療養環境の確保、財源や建替

え手法など、建替えに必要な検討を計画的に進める。 

③ その他の病院の施設整備 
・その他の病院については、老朽化の状況、求められる機能性及び結核医療のあり方等を視野に入れ、

今後、担うべき診療機能にふさわしい施設整備のあり方を計画的に検討する。 

    

２ 大阪府立身体障害者福祉センター附属病院との円滑な統合 

  ・急性期・総合医療センターについては、障害者医療及びリハビリテーション医療の向上のため、平成

19年度に大阪府立身体障害者福祉センター附属病院を統合し、幅広い診療科との連携のもと、障害者

に対する専門的な診療機能を発揮するとともに、急性期から回復期までの一貫したリハビリテーショ

ン医療とこれに続く地域移行に向けたリハビリテーション医療に取り組む。また、高次脳機能障害者

等の新しい課題にも取り組む。このための必要な体制を整備するとともに、円滑な業務開始を図る。 

 

第９ 大阪府地方独立行政法人法施行細則（平成17年大阪府規則第30号）で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画（平成１８年度～平成２２年度） 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

病院施設、医療機器等整備 総額 １２，１０４ 大阪府長期借入金等 

  注）金額については見込みである。 
    なお、各事業年度の大阪府長期借入金等の具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定さ

れる。 

 

２ 人事に関する計画 

・事務部門については、IT化とアウトソーシングを活用し、経営企画機能の強化と事務の専門化を図りつ

つ、スリムで経営効率の高い業務執行体制を構築し、平成16年度に比し、平成22年度における事務部

門の常勤職員数について１３０人程度の削減を目指す。 

・給食業務については中期目標期間中に全面委託化するとともに、クリーニングなどの業務のアウトソー

シング等を順次進めることにより、これら業務に係る常勤職員数を削減する。 

・医療スタッフについては、医療需要の質の変化や患者動向に適切に対応できるよう、診療科の変更や医

師等の配置の弾力化、多様な雇用形態の活用等により効果的な人員配置に努める。 

  （期初における常勤職員数） ３，０３３人（見込み） 
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３ 中期目標の期間を超える債務負担 

① 移行前地方債償還債務                            （単位：百万円） 

    年度 
項目 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 中期目標 
期間償還額 

次期以降 
償 還 額 

総 債 務
償 還 額

移行前地方債償還

債務 

７４６ ７８７ ８３５ ８８２ ９３０ ４，１８０ ８，７９９ １２，９７９

 

② ＥＳＣＯ事業                                （単位：百万円） 

病 院 名 事業期間 中期目標期間
事 業 費

次 期 以 降 
事 業 費 

総 事 業 費

急性期・総合医療センター 平成１８～２７年度（１０年間） ３３８ ３３８ ６７６

呼吸器・アレルギー医療センタ

ー 

平成１８～２８年度（１１年間） ３９２ ４７１ ８６３

母子保健総合医療センター 平成１８～２５年度（８年間） ２７１ １６３ ４３４

 

③ リース債務                                 （単位：百万円） 

病 院 名 貸借期間 中期目標期間
事 業 費

次 期 以 降 
事 業 費 

総 事 業 費

成人病センター医療機器 平成１８～２３年度（5年11ヶ月間） ５７１ １０４ ６７５

 

４ 積立金の処分に関する計画 

なし 
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１ 予算（平成１８年度～平成２２年度） 

                    （単位：百万円） 

区      分 金  額 

 収入      

  営業収益 289,517 

   医業収益 230,703 

   運営費負担金 58,814 

  営業外収益 4,758 

   運営費負担金 2,148 

   その他営業外収益 2,609 

  資本収入 20,683 

   運営費負担金 11,612 

   長期借入金 9,000 

   その他資本収入 71 

  その他の収入 0 

  計    314,957 

 支出      

  営業費用 281,273 

   医業費用 277,667 

    給与費 161,891 

    材料費 65,437 

    経費 48,246 

    研究研修費 2,093 

   一般管理費 3,606 

  営業外費用 5,950 

  資本支出 20,683 

   建設改良費 12,104 

   償還金 8,579 

  その他の支出 0 

  計    307,906 

 

(注1) 計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 

(注2) 給与費のベースアップ伸び率を０％として試算している。 

［人件費の見積り］ 

  期間中総額 164,216百万円を支出する。 

  上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者 給与に相当する範囲の費用で

ある。 

［運営費負担金の算定ルール］ 

  救急医療など行政的経費や、高度医療など不採算経費については、地方独立行政法人法の趣旨に沿って定めら

れた基準により決定する。 

  建設改良費及び長期借入金等元利償還金に充当される運営費負担金等については、料金助成のための運営費負

担金等とする。 

別 紙 
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２ 収支計画（平成１８年度～平成２２年度） 

                   （単位：百万円） 

区      分 金  額 

 収入の部  309,403 

  営業収益 304,770 

   医業収益 230,272 

   運営費負担金収益 67,393 

   資産見返運営費負担金戻入 1,993 

   資産見返工事負担金等戻入 64 

   資産見返物品受贈額戻入 5,049 

  営業外収益 4,633 

   運営費負担金収益 2,148 

   その他営業外収益 2,485 

  臨時利益 0 

 支出の部  307,492 

  営業費用 298,193 

   医業費用 293,659 

    給与費 159,601 

    材料費 64,316 

    経費 43,365 

    減価償却費 24,351 

    研究研修費 2,027 

   一般管理費 4,533 

  営業外費用 9,300 

  臨時損失 0 

 純利益  1,911 

 目的積立金取崩額 0 

 総利益   1,911 

(注1) 計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 
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３ 資金計画（平成１８年度～平成２２年度） 

                   （単位：百万円） 

区      分 金  額 

 資金収入  314,957 

  業務活動による収入 294,274 

   診療業務による収入 230,703 

   運営費負担金による収入 60,962 

   その他の業務活動による収入 2,609 

  投資活動による収入 11,683 

   運営費負担金による収入 11,612 

   その他の投資活動による収入 71 

  財務活動による収入 9,000 

   長期借入れによる収入 9,000 

   その他の財務活動による収入 0 

  前期中期目標の期間よりの繰越金 0 

 資金支出  314,957 

  業務活動による支出 287,223 

   給与費支出 164,216 

   材料費支出 65,437 

   その他の業務活動による支出 57,571 

  投資活動による支出 12,104 

   有形固定資産の取得による支出 12,104 

   その他の投資活動による支出 0 

  財務活動による支出 8,579 

   長期借入金の返済による支出 1,581 

   移行前地方債償還債務の償還による支出 6,998 

   その他の財務活動による支出 0 

  次期中期目標の期間への繰越金 7,051 

(注1) 計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 

 

 


